
2009 年 9 月 5 日（毎月 1 回 1 日）発行・通巻 1011 号・昭和 47 年 6 月 15 日第三種郵便物認可　ISSN 0288-5093

郵
便
振
替
　
〇
〇
一
六
〇—

〇—

一
四
〇
三
四
六

国民医療の向上をめざす

No.1011　2009

２
０
１
０
年
度
改
定
に
向
け
た
医
科
・
歯
科
診
療
報
酬
要
求

二
〇
〇
九
年
九
月

全
国
保
険
医
団
体
連
合
会

月
刊
保
団
連〈
臨
時
増
刊
号
〉

団体名 電話番号 【FAX 番号】 〒 所　在　地

北 海 道 保 険 医 会 011-231-6281 【231-6283】 060-0042 札幌市中央区大通西 6-6　北海道医師会館３Ｆ
青 森 県 保 険 医 協 会
岩 手 県 保 険 医 協 会
宮 城 県 保 険 医 協 会
秋 田 県 保 険 医 協 会
山 形 県 保 険 医 協 会
福 島 県 保 険 医 協 会

017-722-5483
019-651-7341
022-265-1667
018-832-1651
023-642-2838
024-531-1151

【774-1326】
【651-7374】
【265-0576】
【833-6880】
【642-2839】
【531-1153】

030-0813
020-0034
980-0014
010-0001
990-0043
960-8252

青森市松原 1-2-12　青森県保険医会館内
盛岡市盛岡駅前通り 15-19　盛岡富国生命ビル８Ｆ
仙台市青葉区本町 2-1-29　仙台本町ホンマビル４Ｆ
秋田市中通 2-2-21　秋田フコク生命ビル２Ｆ
山形市本町 2-1-2　富国生命ビル２Ｆ
福島市御山字中屋敷 96 番地　福島県保険医会館

茨 城 県 保 険 医 協 会
栃 木 県 保 険 医 協 会
群 馬 県 保 険 医 協 会
埼 玉 県 保 険 医 協 会
千 葉 県 保 険 医 協 会
東 京 保 険 医 協 会
　〃　三 多 摩 分 室
東京歯科保険医協会
神奈川県保険医協会
山 梨 県 保 険 医 協 会

029-823-7930
028-622-0083
027-220-1125
048-824-7130
043-248-1617
03-5339-3601
042-325-1351
03-3205-2999
045-453-2411
055-227-5434

【822-1341】
【627-0648】
【220-1126】
【824-7547】
【245-1777】
【5339-3449】
【325-1802】
【3209-9918】
【461-0215】
【227-5435】

300-0045
320-0017
371-0013
330-0074
260-0031
160-0023
185-0021
169-0075
221-0056
400-0862

土浦市文京町 1-50　富士火災ビル３Ｆ
宇都宮市戸祭台 29-17　
前橋市西片貝町 4-12-25  ロイヤルマンション西片貝 103
さいたま市浦和区北浦和 4-2-2　アンリツビル５Ｆ
千葉市中央区新千葉 2-7-2　大宗センタービル４Ｆ
新宿区西新宿 3-2-7　パシフィックマークス西新宿４Ｆ
国分寺市南町 3-25-9　カメダビル４Ｆ
新宿区高田馬場 1-29-8　新宿東豊ビル６Ｆ
横浜市神奈川区金港町 5-36　東興ビル２Ｆ
甲府市朝気 1-3-19　オフィス . イン . コマツ

新 潟 県 保 険 医 会
富 山 県 保 険 医 協 会
石 川 県 保 険 医 協 会
福 井 県 保 険 医 協 会
長 野 県 保 険 医 協 会

025-241-8625
076-442-8000
076-222-5373
0776-21-1660
026-226-0086

【241-4959】
【442-3033】
【231-5156】
【21-1649】
【226-8698】

950-0865
930-0004
920-0902
910-0038
380-0906

新潟市中央区本馬越 2-17-5
富山市桜橋通り 6-13　フコクビル 11 Ｆ
金沢市尾張町 2-8-23　太陽生命金沢ビル８Ｆ
福井市三ツ屋 2-704-1
長野市大字鶴賀字七瀬 629-1　長野東口ビル９Ｆ

岐 阜 県 保 険 医 協 会
静 岡 県 保 険 医 協 会
愛 知 県 保 険 医 協 会
三 重 県 保 険 医 協 会

058-267-0711
054-281-6845
052-832-1345
059-225-1071

【267-0712】
【281-7473】
【834-3512】
【225-1088】

500-8844
422-8067
466-8655
514-0062

岐阜市吉野町 6-14　三井生命岐阜駅前ビル６Ｆ
静岡市駿河区南町 18-1　サウスポット静岡８Ｆ
名古屋市昭和区妙見町 19-2　愛知県保険医会館内
津市観音寺町 429-13

滋 賀 県 保 険 医 協 会
京 都 府 保 険 医 協 会
京都府歯科保険医協会
大 阪 府 保 険 医 協 会
大阪府歯科保険医協会
兵 庫 県 保 険 医 協 会
奈 良 県 保 険 医 協 会
和歌山県保険医協会

077-522-1152
075-311-8888
075-431-2314
06-6568-7721
06-6568-7731
078-393-1801
0742-33-2553
073-436-3766

【525-3093】
【321-0056】
【441-9292】
【6568-2389】
【6568-0564】
【393-1802】
【34-9644】
【436-4827】

520-0047
604-8845
603-8214
556-0021
556-0021
650-0024
630-8013
640-8157

大津市浜大津 2-1-36　大津フコク生命ビル８Ｆ
京都市中京区御前通松原下ル　京都府医師会館内
京都市北区紫野雲林院町 18　京都視力センタービル５F
大阪市浪速区幸町 1-2-33　保険医会館内 １Ｆ
大阪市浪速区幸町 1-2-33　保険医会館内 ３Ｆ
神戸市中央区海岸通1-2-31　神戸フコク生命海岸通ビル５Ｆ
奈良市三条大路 2-1-10
和歌山市八番丁 11 番地　日本生命和歌山八番丁ビル８Ｆ

鳥 取 県 保 険 医 協 会
島 根 県 保 険 医 協 会
岡 山 県 保 険 医 協 会
広 島 県 保 険 医 協 会
山 口 県 保 険 医 協 会

0859-24-3063
0852-25-6250
086-277-3307
082-262-5424
083-973-9630

【24-3066】
【27-5724】
【277-3371】
【262-5427】
【974-5900】

683-0853
690-0044
703-8266
732-0825
754-0026

米子市両三柳 877-1　鳥取県保険医会館
松江市浜乃木 4-4-1　久谷ビル１Ｆ
岡山市中区湊 487-1　
広島市南区金屋町 2-15　マニュライフプレイス広島４Ｆ
山口市小郡栄町 1-2　山口県保険医会館内

徳 島 県 保 険 医 協 会
香 川 県 保 険 医 協 会
愛 媛 県 保 険 医 協 会
高 知 保 険 医 協 会

088-626-1221
087-851-4022
089-989-2511
088-832-5231

【623-6754】
【826-5552】
【989-2711】
【832-5229】

770-0847
760-0011
790-0011
780-8035

徳島市幸町 1-44　徳島フコク生命ビル５Ｆ
高松市浜ノ町 11-1　吉左右（きっそう）ビル１Ｆ
松山市千舟町 4-1-5　高岡ビル７Ｆ
高知市河ノ瀬町 41-1　オーク高知ビル４F

福 岡 県 保 険 医 協 会
福岡県歯科保険医協会
佐 賀 県 保 険 医 協 会
長 崎 県 保 険 医 協 会
熊 本 県 保 険 医 協 会
大 分 県 保 険 医 協 会
宮 崎 県 保 険 医 協 会
鹿児島県保険医協会
沖 縄 県 保 険 医 協 会

092-451-9025
092-473-5646
0952-29-1933
095-825-3829
096-385-3330
097-568-0066
0985-29-9516
099-254-8662
098-832-7813

【451-6642】
【473-7182】
【23-5218】
【825-3893】
【385-6448】
【568-1570】
【29-1256】
【254-8667】
【832-4482】

812-0016
812-0016
840-0801
850-0056
862-0950
870-0951
880-0056
890-0056
902-0078

福岡市博多区博多駅南 1-2-3　ＫＤＸ博多ビル８Ｆ
福岡市博多区博多駅南 1-2-3　ＫＤＸ博多ビル８Ｆ
佐賀市駅前中央 1-9-45　三井生命ビル４Ｆ
長崎市恵美須町 2-3　フコク生命ビル２Ｆ
熊本市水前寺 6-50-25　中島ビル４Ｆ
大分市大字下郡 1602-1　大分県保険医会館１Ｆ
宮崎市神宮東 3-4-21　山本コーポ１Ｆ
鹿児島市下荒田 3-44-18　のせビル３Ｆ
那覇市字識名 1195-1　大城産業ビル１F　106 号

全国保険医団体連合会 03-3375-5121 【1862・1885】 151-0053 渋谷区代々木 2-5-5　新宿農協会館６Ｆ

保 険 医 協 会・医 会 一 覧 表 （2009 年 9 月１日現在）

発行所/ 東京都渋谷区代々木2-5-5  新宿農協会館〒
国民医療の向上をめざす

東京都渋谷区代々木 2-5-5　新宿農協会館

2009年9月

2010年度改定に向けた
医科・歯科診療報酬要求

必要な医療が健康保険証で受けられるために

二
〇
〇
九
年
九
月
五
日（
毎
月
一
回
一
日
）発
行
　
月
刊
保
団
連〈
臨
時
増
刊
号
〉No. 

1011
　
昭
和
四
七
年
六
月
十
五
日
第
三
種
郵
便
物
認
可
　
定
価 

〒
共 

一
、〇
〇
〇
円（
本
号
に
限
り
）



開 業 医 宣 言
—保団連の医療に対する基本姿勢—

【前 文】
　わが国の開業医は、第一線医療の担い手として、長年にわたり地域住民の医療に貢献してきた。
�　いま日本人の平均寿命は大きく延びてきたが、一方、国民生活をとりまく経済、労働、環境などの急激な変化とその歪みは、
成人病の増加はもとより、かつては見られなかった心身の疾患をも生み出し、子どもから老人に至るまですべての世代を通じ
て、健康に対する関心と不安が増大している。
�　こうした中で開業医師、歯科医師のあり方も問い直され、日常の診療に責任を持つことはもとより、疾病の予防から環境の
改善などに至るまで、その専門的知識、技術による幅広い対応がつよく求められている。
�　同時に、近代民主主義の主権在民、人権尊重の思想は、医療における人間関係、医学の進歩と医療の倫理など新しい課題
をも提起している。
�　これらの期待と要望に応えるためには、患者・住民の求めるところを深く理解し、常に新しい医学・医術を研鑽して、自ら
の医療活動を省み創造する開業医の姿勢と努力が不可欠である。
�　また、わが国は「経済大国」といわれながら、その力が国民には還元されず、逆に国民の努力により築き上げてきた社会保
障が、軍事予算拡大やいわゆる「民活路線」の陰で、次々に後退させられている。さらに現在、地球的規模での環境破壊や核
兵器の脅威など、人類の生存すら危ぶまれる状況も存在している。
　私たちはこれらの現実に立ち向かいつつ、21 世紀の医療を担う開業医像をめざして、次の通り宣言する。

【本 文】
１. 全人的医療
�　　�私たちは個々の疾患を重視するのみならず、患者の心身の
状態、家族、生活環境にも気を配り、全人的医療に努力

　　する。

２. 対話の重視
�　　�医療は患者と医師の信頼にもとづく共同の行為である。患
者の立場を尊重した対話によって、患者自らが最良の選択
を行えるよう、医師は患者に必要な情報や専門的知識、技
術を提供する。

３. 地域医療
�　　�私たちは住民の身近な存在として、日常診療に責任を持つ
と同時に、地域の保健、予防、リハビリテーション、福祉、
環境、公害問題等についても積極的な役割を果たす。

４. 医療機関等の連携
�　　�私たちは最も適切な医療を行うため、診療機能の交流等を
通じ、他の医師・医療機関等との円滑な連携に努める。同
時に他の医療・福祉従事者の役割を重視し、患者を中心
とした緊密な協力関係を保つよう努力する。

５. 診療の記録
�　　�診療の正確な記録は医師の重要な責務である。療養等に必
要な情報の提供に日常的に努めるとともに、患者からの診
療情報提供の求めに誠実に応ずる。診療情報の提供に際し
ては、医師の守秘義務を遵守し、患者の秘密と人権を守
る。

６. 生涯研修
�　　�私たちは患者、住民が最高の医学的成果を受けられるよう
に、常に医学・医術および周辺学術の自主的な研鑽に努め、
第一線医療・医学の創造、実践、発展をめざす。

７. 自浄努力
�　　�私たちは、患者や地域住民の信頼を失うような医療行為を
厳に戒める。また常に、他の批判に耐える医療を心がけ、
医療内容の自己および相互検討を行うよう努力する。

８. 社会保障
�　　�医療を資本の利潤追求の市場に委ねてはならず、すべての
国民が十分な医療・福祉を受けられるよう、社会保障を充
実することは近代国家の責務である。私たちは国民ととも
に社会保障を守り、拡充するため努力する。

９. 先端技術の監視
�　　�科学技術の急速な発達は人類に多くの恩恵をもたらす一
方、その用い方如何によっては生態系の破壊なども懸念さ
れる。私たちは特に、人類や地球の未来に影響を与えかね
ない先端技術に対しては、その動向を監視し、発言する。

１０.平和の希求
�　　�人命を守る医師はいかなる戦争をも容認できない。私たち
は歴史の教訓に学び、憲法の理念を体して平和を脅かす動
きに反対し、核戦争の防止と核兵器廃絶が現代に生きる医
師の社会的責任であることを確認する。

1989年 1月 22日　保団連第 27 回定期総会採択
1998年 1月 25日　保団連第 36 回定期大会一部改正

全国保険医団体連合会
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＜はじめに＞
　

日本では、原則として全ての国民が公的医療保険（以下「健康保険」）に加入し、医療を必
要とした場合には、いつでも、どこでも、誰でもが、公的に医療を受けられます。
「診療報酬」は、健康保険で医療を受けた場合の医療行為の価格を公的に定めたものであり、
医療機関の窓口では、診療報酬で定めた額の１～３割を支払い、残りの７～９割は健康保険か
ら医療機関に支払われます。

医療機関は非営利が原則であり、収入のほとんどは診療報酬です。したがって、医療提供
に関わる費用の全てが診療報酬で賄えなければ、医療は提供できなくなります。
また、診療報酬では、健康保険で給付すべき治療方法や内容、回数、範囲等を定めており、
それを超えて行った診療は、たとえ医学的に妥当であっても医療機関には支払われません。
このように診療報酬は、医療機関の経営の原資であるとともに、国民が受ける医療の範囲
や質・量を決める重要なものです。

「医療崩壊」がマスコミで大きく取り上げられています。
国民健康保険料が高すぎて支払えない世帯は、45万世帯（国保世帯比20.9％）にのぼり、
国保証が取り上げられた世帯は33万 8,000世帯に及んでおり、受診抑制による死亡がおき
ています。また、保険料を支払っている人でも高額な窓口負担のため、受診を手控えて重症
化し、死亡した事例が問題になるなど、国民皆保険制度は名ばかりの状態になっています。
さらに、救急医療の現場で患者さんがたらい回しになる事態や、産科・小児科医の不足に
よる医療機関の廃院や診療科の閉鎖が深刻な社会問題となっていますし、地方の公立病院は
軒並み赤字経営となっています。
これらに加えて、2006年度診療報酬改定で導入されたリハビリテーションの日数制限、
2008年度診療報酬改定で導入された外来管理加算の５分ルールや高齢者を差別する後期高
齢者診療料、2012年３月末での介護療養病床の廃止と医療療養病床の削減、長期に渡る歯
科の低診療報酬政策など、診療報酬改定によって必要な医療が提供できない事態が広がって
います。

医療崩壊の原因は、医師の仕事量の増加、新卒後臨床研修制度の影響、医療事故などでの
裁判の影響、医療の高度化など様々な要因があります。しかし、医療崩壊のもっとも大きな
原因は、公的医療費抑制政策です。
1980年代以降、診療報酬の抑制と患者窓口負担の拡大、保険給付範囲の制限、医師養成
数の抑制など、公的医療費抑制政策が顕著になってきました。
そして2001年に発足した小泉内閣のもとで、社会保障の切捨てと営利化を柱の一つとす
る「構造改革」が推進されてきました。国民負担が拡大され、診療報酬改定では、2002年、
2004年、2006年、2008年と４回連続のマイナス改定が行われてきました。
こうした結果、日本の総医療費支出の対GDP比は、OECD加盟 30カ国中 21位となっ
ています。
財務大臣の諮問機関である財政制度等審議会が2009年６月３日に財務大臣に提出した「平
成22年度予算編成の基本的考え方について」の建議（意見書）では、勤務医の平均年収（約
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1,415万円）が、開業医の概ね半分程度であるとして、「診療報酬が診療所に偏っている現状
を見直し、病院に手厚く配分する」こと等を掲げています。
しかし、度重なる診療報酬引き下げで、そもそも診療所にそんな余裕はありません。財政制
度等審議会は医業収支差の平均値で診療所の医師と病院勤務医を比べていますが、最頻値では、
個人立の医科無床診療所が年1,495万円、個人立の歯科診療所が年912万円です。
個人立の医療機関における医業収支差は、医療機関自体の再生産のための費用も含まれます
ので、医師本人の収入はさらに低くなり、こうした諸経費を反映した法人立の医科無床診療所
では年1,764万円の赤字、歯科診療所では年648万円の赤字となっています。

診療所の医師や歯科医師にも長時間労働が広がっています。
2008年８月～９月に実施した保団連「開業医の実態・意識基礎調査」では、１日の実労働
時間が11時間以上の診療所が、医科で14.5％、歯科で15.6％になっており、その割合は年々
高くなっています。
病院勤務医の労働条件悪化の原因の一つには、診療所や中小病院が地域医療に果たす役割の
低下があります。病院勤務医の労働条件改善のために病院の診療報酬を引き上げることは当然
ですが、長年に渡って低医療費政策のもとに置かれている診療所の診療報酬についても増やす
必要があります。

診療報酬引き上げの財源はあります。
2007年 10月 17日に開催された経済財政諮問会議に舛添厚生労働大臣が提出した「社会
保障給付費の国際比較（2003）」によれば、日本の医療給付費の水準は、ドイツ、フランス、
スウェーデンの８割程度です。
仮に、医療給付費の対GDP比をドイツ並みにすれば、医療給付費は8.8兆円増やせます。
フランス並みにした場合でも6.9兆円、スウェーデン並みにした場合でも3.6兆円増やせる
のです。
その財源については、社会保障財源の対GDP比を見ると、日本（事業主5.7％、公費
5.4％）、イギリス（事業主8.4％、公費13％）、ドイツ（事業主11.2％、公費9.9％）、フラ
ンス（事業主14％、公費9.3％）となっています。
一方、大企業（資本金１億円以上の企業）の内部留保も、2002年の８兆5,437億円から
2007年には13兆5,670億円へと大きく膨らんでいます。
事業主負担と公費負担を諸外国並みに引き上げれば、診療報酬を引き上げる財源は十分にあ
ります。

2002年からの４回連続のマイナス改定は、厚生労働省が公表した改定率でも2001年対比
でマイナス 7.53％です。これを元に戻すには 8.14％ [100 ／（97.3％× 98.95％×
96.84％×99.18％）＝100／92.47＝1.0814＝8.14％ ]の引き上げが必要となりますが、
この間の改定による影響は、この改定率よりもさらに大きく、小泉「構造改革」前に戻すだけ
でも、10％以上の診療報酬引き上げが必要です。
ところが、日本の窓口負担は定率で高額なため、診療報酬を引き上げると、それが直接患者

負担増につながってしまいます。
他の先進諸国では、医療費の窓口負担が無料の国が多く、窓口負担がある国でも、こんなに
高額な窓口負担はありません。それは、患者窓口負担が受診抑制につながり、必要な医療の提
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供を妨げるからです。
実際に、窓口負担率が改悪されるごとに過重な負担に耐えかねて治療の中断や受診の手控え
がおきています。
こうしたことから、保団連では、窓口負担の大幅な軽減を合わせて求めています。

平成７年版の厚生白書では「（医療は）サービスの消費に伴う直接的な便益以上のもの、す
なわち人的、社会的便益をもたらす投資的側面を持つサービスであると認識されている」とし、
医療部門の生産１単位が他産業に1.79の影響を与えるとしています。
一方、全産業部門に１単位の需要が発生した場合の医療部門の影響率は1.00で、「医療活
動が活発になれば他部門に与える効果を通じて経済全体を活性化するが、反面、他部門から受
ける効果はないため、経済全体が活発になったからといって医療サービスが増産されることは
少ないということを示しています」と記述されています。
したがって、医療の改善のためには診療報酬引き上げが不可欠であり、診療報酬を引き上
げれば他の産業の活性化がはかれるのです。
なお、平成20年版の厚生労働白書でも、産業連関表による総波及効果が医療（4.2635）
は全産業平均（4.0671）よりも高く、雇用誘発係数も全産業56部門中15位と高いことを示
しています。

以上の点と診療の現場からの意見を踏まえて、保団連では2010年度診療報酬要求（第２
部参照）を策定しました。その基本的スタンスは、次の通りです。
①小泉「構造改革」による診療報酬引き下げ分を元に戻すために、少なくとも10％以上の
診療報酬の引き上げを行うこと。
②基礎的技術料を評価し、医科・歯科とも初診料を300点に、再診料を100点に引き上げ
ること。
③医科の外来管理加算への時間要件導入等を廃止し、2008年改定前の要件に戻すこと。
④必要な医療は、医療保険で最後まで提供することを基本とし、リハビリ給付制限や180
日超入院の保険給付外しなどをやめ、「公的医療保険でまかなう範囲の縮小」を行わないこ
と。
⑤高齢者別建ての診療報酬を廃止すること。
⑥診療報酬の引き上げ・改善とあわせて患者窓口負担の引き下げを行うこと。

診療報酬は、健康保険で受けられる医療の費用と範囲を決めるものです。
私達は、患者さんや国民の皆様とともに医療を考え、改善を求めていきたいと考えています。
この冊子をお読みいただき、診療の現場からの要求にご理解とご支持をお願いいたします。
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